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公益財団法人大阪産業局 競争的資金等の不正使用に係る調査委員会要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、「公益財団法人大阪産業局競争的資金等取扱規則」第 10条第３項の規

定に基づき、競争的資金等の不正使用に係る調査を行うための調査委員会（以下「委員会」

という。）の組織及び運営について定めることを目的とする。 

 

（調査の開始） 

第２条 競争的資金等取扱規則第 5 条第 1 号に定める最高管理責任者は、同規則第 10 条第

2項の規定に基づき、次の各号に掲げる不正使用が疑われる案件について、調査を行う必要

があると認めた場合には、委員会に調査を指示するものとする。 

(1) 通報等の情報の合理性が認められ、統括室長が関係資料の検証を行った結果、不正使用

行為が存在すると思料される案件 

(2) 監査等により、不正使用行為が存在すると思料される案件 

 

（委員会の組織） 

第３条 委員会は、委員長及び委員若干名をもって組織する。 

２ 委員長は、最高管理責任者が指名した者をもって充てる。 

３ 委員は、前条第１号及び第２号の案件（以下「調査事案」という。）ごとに、次の各号に

掲げる者をもって充てる。 

(1) 財団の職員等のうちから最高管理責任者が任命する者 

(2) 財団の職員等以外の者のうちから最高管理責任者が委嘱する者 

(3) 財団の職員等以外の者で、調査事案に係る専門分野の学識経験を有する者のうちから最

高管理責任者が委嘱する者 

４ 委員長及び委員は、通報者、調査対象者と直接の利害関係を有しない者でなければなら

ない。 

５ 委員長及び委員の任期は、調査事案に係る措置が終了したときをもって終了するものと

する。 

 

（委員会） 

第４条 委員会は、必要に応じて委員長が召集する。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 委員長に事故があるとき、その他委員会の会務を総理し難い事由があるときは、委員長

があらかじめ指名する者がその職務を代理する。 

４ 委員会は、必要があると認めるときは、委員以外の財団の役員、職員その他の者の出席

を求め、その意見を聴くことができる。 
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５ 委員会は、次の各号に掲げる事項について審議、検討を行う。 

(1) 調査事案に係る調査に関する事項 

(2) 調査事案に係る関係資料の保全措置その他の事項 

６ 委員会は、調査に当たって次の各号に掲げる事項を行うことができるものとする。 

(1) 通報者、調査対象者その他の関係者からの聴取 

(2) 通報等に係る関連資料等の調査 

(3) その他調査にあたり合理的に必要な事項 

７ 職員等は、委員会の調査には資料提出に応じることなど、誠実に協力しなければならな

い。 

 

（審理及び認定） 

第５条 委員会は、不正使用行為の有無並びに不正使用の内容、関与した者、その関与の程

度及び不正使用の相当額等について、審理し、認定を行う。 

２ 認定を行うにあたっては、調査対象者に書面又は口頭による弁明の機会を与えなければ

ならない。 

３ 認定の概要は、個人情報又は知的財産の保護等、不開示に合理的な理由がある部分を除

き、原則として公表する。また、公表事項について、調査対象者に意見がある場合には、そ

の意見もあわせて文書により公表するものとする。 

４ 委員会は、不正使用行為が存在しなかったことが確認された場合は、調査対象者の業務

の正常化及び名誉回復のために、十分な措置をとらなければならない。 

 

（関係機関との連絡協議） 

第６条 委員会は、必要に応じて、外部の機関と情報交換等の連絡協議を行うことができる。 

 

（決議） 

第７条 委員会の議事は、原則として全会一致をもって決定するものとする。ただし、全会

一致をもって決定することができないときは、数個の意見のまま決定し、又は少数意見を付

して決定することができる。 

 

（決議の通知） 

第８条 委員会は、前条の決定内容を最高管理責任者へ報告するものとする。 

２ 最高管理責任者は、前項の報告を受けた場合、統括管理責任者を通じて、調査対象者へ

結果を通知するものとする。 

 

（異議申立て） 

第９条 調査対象者は、最高管理責任者に対し、前条の通知日から 14 日以内に異議申立て
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を行うことができるものとする。 

２ 最高管理責任者は、前項の異議申立てがあったときは、委員会に対し、再調査の実施を

指示することができるものとし、再調査の実施しないことを決定したときは、再調査を行わ

ないとする理由を、調査対象者及び委員会に通知するものとする。 

３ 委員会は、前項の指示があった場合には、速やかに再調査を実施するものとする。 

４ 調査対象者は、再度の異議申立てを行うことはできない。 

 

（守秘義務） 

第 10 条 委員会の委員は、本要綱に基づく不正使用に係る調査及び審理により知ることの

できた情報を他に漏らしてはならない。 

 

（庶務） 

第 11 条 委員会の庶務は、統括室が行う。 

 

（補則） 

第 12 条 この要綱に定めるもののほか、競争的資金等の不正使用に係る調査の手続き等及

び委員会の運営に関し必要な事項については、別に定めることができる。 

 

附 則 

この要綱は、令和 3年 3月 24日から施行する。 


